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1990年代，上記に加えて広域的環境問題や国際的環境  

問題や，地球規模の環境問題を取り込んだもの」（王）。披  

はアメリカの環境行政学者リントン・コールドウエルに  

ならい，この節三世代の変化がちょうど，過去約5’世紀  

続いた「近代の世界」から「ポスト近代の世界」への移  

行の時期と螢なることを指摘し，ポスト近代の棋界では  

l‾既存のしがらみや既得樅益にとらわれ，妥協と交渉の  

結果漸変的に対応するのが山一般的であったこれまでの環  

境政策を脱し，…新しい環境潤念を基底に置いた環境相  

Ⅰ．はじめに   

l‡l本の環境行政が変化の途上にある。それはしばしば  

「第三世代の環境行政」と表現される。例えば行政学者  

の軍都営深志は次のように表現している。「第山懐代の  

環境行政：1960年代から1970年代の中頃までの公賓規  

制を中心とした環境行政。第二憮代の環境行政：1970  

年代中頃から1980年代の，アメニティやより良い環境  

の創造をテーマにした環機行政。第三憧代の環境行政：  
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同約ノヾラダイムを構想することが急務である」と述べて  

いるそ2）。   

地域の環境行政の今後の在り方を検討する際にも，こ  

うした時代認瀾に基づく哲学を欠かすことはできない。  

国民の健康被嘗を予防的に察知し，先見的な対応をとる  

ことができるかどうか，それを可能にするシステムは組  

み込まれているのかどうか。問題が起こるたびに関われ  

続けている閏であるが，手威し塑の施策を積み蛮ねるだ  

けでは抜本的改善の方向性は見えてこないであろう。こ  

の間の究明のためには．ー一環墳を管理すること」と「情  

報」をめぐる新しい枠組みを組み立てていかなければな  

らない。節三世代の環境行政の新しい枠組みは，lヨ本に  

おいても，環境蘭本法一環墟基本紆両の制定以降すでに  

始まっているのだが，現在，地域環境行政においても，  

部分的に進んだ聾発と，古い枠組みにとどまっている婁  

索が混在しているのが実体である。ここで問われるペき  

なのは，根強く残っている公害規制型の枠組みの何を引  

き継軋 何を変更すべきなのか，新しい枠組みを地域瀾  

境哲郎のレベルで受け止めるとどのような政策体系にな  

るのか，といった悶であろう。本稿では，「地域環境の  

行政管理から社会（コミュニティー）管理へ」という概  

念をキーワードに，まに三重戯の召岬jを淑り上げながら，  

新しい枠組みを用超している。   

以下，次のような澄立てのもとに論じていく。ⅠⅠ輩と  

Ⅲ牽はこれまでの枠組みを振り返り，Ⅳ輩とⅤ賓はこ  

れからの姿を構想している。  

Ⅰ．はじめに  

Ⅱ．公賓対策型管理手法側水質管理の挙例より  

1．水質汚濁防止法塾管理政策   

2．水質総駿管理政策  

Ⅲ．旧環境機軸システム  

1．】ヨ治体の挙例   

2．自治体と環境庁の関係  

Ⅳ．「地域環境の社会管避i王」への転換  

1，社会慣習至当竺の血－・事例としてのPRTR事業   

2．なぜ社会管鞘型か  

Ⅴ．「環境憫職システム」の基本要灘   

L「環境情報システム」の馴勺独走   

2．「総合的・重点的課題」達成の手段   

m＋目橡と動真説題の関係  

く2）システム構築の懲悪点   

3．「名主体の協動による地域環境づくり」促進の手段   

（1）企薬の環境管理室体化と環境情報   

（2）市民の環境管理遠藤化と環境情報   

（3）研究者の環境管理主体化と環境情報  

は）行政が各室体を環境管灘運休に誘導する政麓を  

進める  

Ⅵ．おわりに  

軋 公害対策型管理手法一水蜜管理の事例より   

1．水質汚濁防止法型管理政策  

1967年に定められた『公審対策基本法』節山条には，  

その目的が記されている。「公害対策の総合的推進を図  

り，もって国民の健康を保磯するとともに，生活環境を  

保全することを目的とする」という前文は，激甚であっ  

た渡米公害の沈静化を酎巨すものであった。この基本法  

を受けた水質に関する個別法としての用瀾溝蘭防血軋  

（1971）では，「健康の保護」に閲す嵐取壊基準と「生活  

環境の保全」に関する環境基準が挟められた。前者では  

カドミウム，シアン，有機リン，鉛，六価クロム，ヒ素，  

給水銀，アルキル水銀，PClヨの9物質に関して，後者  

ではp王i，BOI〕（梅城ではCOI〕），浮遊物質，溶存駿  

東，大腸菌群数の5項剛こ関して設定された環境基準で  

あった。環境基準に関しては、「常に適切な科学的判断  

が加えられ，必要な改訂がなされなければならない¶jと，  

改訂のしかたの原理が明駅憧れている。   

しかし22年間基本的に項目は変わらず，ようやく  

1993年3月に「健康の保護」に関する15物質が加えら  

れ，計23物質に拡張された。その翌年からそれらの物  

質を取り扱う事業揚の排水規制も始まっている。また，  

その時に，百三意深く様子を見 場合によっては「健康項  

目」に格上げできる「要監視項1ヨ」25物質が設定され  

た。たとえば，1997年5月14闘寸環境庁文恕では，要  

屋監視明朗測定結果について検糾し，環境義ち準の項目に追  

加するべき功一∃があるかどうかの検討を環境審浪会水質  

部会に向けて洛関している。つまり公審事件と強く結び  

ついている9物質の枠組みが，ようやく90年代に入り，  

拡張されたことになる。現在の有審化学物質の管理状況  

は衰1のようにまとめられる。それによれば，90年代  

から行政が麗接「管斑箋」できる極質の枠を増やし，さら  

に注憩深く監視しその枠に含める可能慄のある「予僻勘   
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表1常磐化学物質の管理状況   

水質汚濁防止法  

・健康項目の登壇逓礫1993年3月大幅改定され 23物質が指定されている  

カドミウム，全シアン，鉛，六価クロム，枇嵐 給水銀，アルキル水銀，PCB，ジクロロメタン，四塩化  

炭素，1，2－ジクロロエタン，1，1鰍ジクロロエチレン，シスー1，2－ジクロロエチレン，1，1，1鵬トリク  

ロロエタン，1，1，2岬トリクロロエタン，トリクロロエチレン，テトラクロロエチレン，1，3－ジクロロブ  

ロペン，チウラム，シマジン，チオペンカルプ，ベンゼン ，セレン   

以上の物質については1994年2月1日から事業場の排水規制実施  

・1993年5月には要監視項目が25項‡∃股蔑された。   

クロロホルム，トランスー1，2…ジクロロエチレン，1，2岬ジクロロブロバン，p－ジクロロベンゼン，イソキサチオ  

ン，ダイアジノン，フェエトロチオン，イソプロチオラン，オキシソ飼，クロロタロニル，プロピザミド，EPN，  

ジクロルポス，イプロベンホス，フユノプカルプ，クロルニトロフェン，トルエン，キシレン，フクル酸ジエチルへ   

キシル，はう紫，フッ嵐 ニッケル，モリブデン，アンチモン，硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素   

適宜環境容穣会に緒関して「健康項目」に追加できる   

化学物質審査規制法  

・第山椰特窪化学物質1986年5月以前から指定 9物質   

PCB，PCN，HCB，アルドリン，ディルドリン，エンドリン，DDで，クロルヂン類，ビス（トリプチル  

スズ）ニオキシド（TBTO）   

以上については 製造・輸入・使用等の規制をしている  
・第二種特定化学物質1995年11月現在 23物質   

トリクロロエチレン，テトラクロロエチレン，四墟化炭素（1989年4月指定）   

トニフェエルスズ化合物7物質（1990年1月追加）   

トリプチルスズ化合物13物質（1990年9月追加）   

これについては，取り扱い上の技術指針の遵諷 製造・輸入予定盈の夢前届出のほか，必要に応じ製造・輸入   

盤の制限等か行われることになっている。  

・指定化学物質1995年現在クロロホルム等159物質   

商蓄概性はないものの難分解性であり，かつ慢性静牲等の疑いがある化学物質として指定され，当該物質に   

よる相当広範な地域の環境の汚染により人の健康に係る披寒が生ずるおそれがあると見込まれる場合には常客   

他の調恋の指示がなされる。   

有密性が認められれば，第二穂特定化学物質に指定される。   

化学物質環境安全総点検調査   

第山次：1979年度～1988年皮   

第二次：19錮年度～  

有醤化学物質汚染実態追跡調姦（1985年度から）   

ダイオキシン等の「－非意図的生成化学物質」調感闇ここから  

非窓弼的生成化学物質汚染実態退路調速（1993年皮から，上調査の引継）  

1996年度の常務ではダイオキシンやPCBに関して金閣で河川12地域（底質13検体，魚類13検体），湖沼3  

地域（底質5検晩 熟類4検体），海域11地域（底質18検体，魚類18検体）程度の規模で調塞が行われた。  

指定化学物質等環境残留検討網恋（1988年度から）  

指定化学物質等検討蘭憤（1990年皮から，上調姦の引継）  

『環境自省』等より作成   
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とは行故による金光の懲闇であり，惜報は管理主体であ  

る行政が独占的に収集・利用していればよかった。この  

「情報を閉ざす」方式は，公沓漁生の点源の管瀾がヰl心  

であった時代には成功したが，発生蘭が広がり，j扱って  

も見なかった原因から発生したり，多様な主体から発生  

したりする現状にふさわしい管理方式とほ言えない。後  

で触れるように，この方式では企光も管旦担主体になれな  

いので，Ⅰ当分たちがどのような「監視すべき」有害可能  

性物質を排出しているかすら自発していないことがある。  

市民の側もi吏l分たちに降りかかる潜在的な危険について  

学習できず，筐l己防衛ができない。有害物質の予防的管  

理にふさわしい方式は「憫報を開く管頸方式一jである，  

という前提に立った政策設計が実は強く要約されている。  

2．水質総監管理政策   

もう血血・つ別のタイプの管理方式を例に挙げて考えたい。  

濃度基準のみによる排水規制で刷限狼性梅憾の環境基準  

は守れないという判断から，東雲ミ湾周辺，伊勢湾周辺，  

瀬戸内海周辺地域に関してほ，COI〕の総排出挽をまず  

決め，そこから逆算して個々の躯楽所からの排出COD  

恩を決める「水質総燈規制方式」がとられている。過去  

に3i亘】の目機年度（昭和59年度，∫ぎま成元年度，平成6  

年皮）に向けた取り雛みが終了し，現在4垣‖≡jの取り組  

みが進行中である（】ヨ櫻∫lま成11年皮）。この総数規頗プ  

ログラムに再与った努力は続けられているにもかかわらず，  

CO‡〕に関する環境基準達成度闇ずっと枕ばいのまま推  

移している。どうも「生活環境の保全〃」域巨lに関してほ  

「環境基準」は「基準以下であってもこれ以上悪化しな  

iナればすんでいく建て1汚」のようにしか贋かれていな  

い〔㌔  これまで実行されてきた総惚規制プログラムは妥  

当だったのか，富栄巷化問題に関して伊勢湾の汚染度は  

どのように総合評価されるべきなのか，といった論点が  

（「嬰監視項目」「指定化学物質仙j）を観いていることが読  

みとれる。これは宥審物質の被害を未然に防ぐ憩味で大  

切な方法である。   

「水質汚濁防止法」では「公共用水域及び地下水の水  

雷を汚潤するおそれのある汚水または廃液を排出する施  

没を特定施設」と指定し，これを排水規制の「管習り対  

象としている。特定施投を持っている事業場を「特定事  

業場」と称し，そのうち11ヨ50mミ！以上の排水駿を持つ  

事業場について排水基準（濃度）を越えないよう「管理」  

している。例えば三霧県では1997年3月時点で「特定  

事業徽」が全部で8，572あり，うち「管理」されている  

のほ有解物貿を扱っている軍楽場と合わせて1，253考靂‡米  

煽である。この場合の「管理」とは次のことである。   

企兼は行政に「特定施設の種類」欄錆削鋸投の構造」  

「特定地役の佼欄の方法」「汚水等の処理の方法」「汚水  

状態及び駁」を図面を添えて届けることになっている。  

特定施没を持っ企楽は軋弘酬産鶴務があり，行政の立入  

検蓋を受け入れる義務を持っ。「特定施設」は当三度工程  

別の分類だが，行政が「管軋憂 していることは排出水が  

濃度ぷ準（COI〕の場合尋宗光場が排出する水域別，特定  

事業場が新設か既投かによって別基準）を越えるか越え  

ないかであり，生産］二枚に踏み込む指導ではなく，事実  

上「排水処理装置」取運転管灘がうまく行われ，珪＝二1の  

水質が適jl三かどうかをチェックし指導している。全国的  

な哲男蔓結果は次の衷2の通り報皆されている。   

以と概観したように，有害物質の予防的腎華玉という新  

しい流れが，水質汚瀦防止慮や化学物質審査規制法とい  

う「第脚一冊代の環境行政」の典型だった規制型の古い枠  

組みで実行されているということが分かる。実ほ公害規  

制型手法に伴って企業が行政に提供している惜報につい  

ては，いっさい公開されないため，爽‡禦の企業の環境管  

班棚罷軋は血一般人にとって闇のゅである。この場合「管郡」  

表2 水質汚齢紛正弘  金閣の管頸状況  

50ポ／日  華   上事楽機凝   

1996年度  8・534   ∴J  50 5， 以                                        国  有 以 沓物質排出 事尭場数  改善命令 事薬場数    妄50が以上： 5，128／ 下：13，146  69   
排水基準遠戚   

事業場数  
行政指導  
事業場働  

a，262  巨  23  

注）なお，金将定箋洋楽場数は303，】（乱 行扱がF甘管華l！」できているのは17％の事基域。EiCネットより   
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通常はより低い排水幾で操楽されているので，自壊濃度  

はたとえオーバーしても許容負荷蒐ほ超えないことにな  

る。しかし三東県から部分的に振出してもらった資料  

（表3）は，目櫻浪度以内で運転されている事例であっ  

た。「管督呈主体」ではない者にはこの程皮の情報しか伝  

わらない。   

ではこの槽報は維がどのように利用しているのだろう  

か。実は三童闇庫の難業場のデータはすべて環晩庁に送  

られ集計され（きW総巌削減義木方針州卜を定めるま体は園  

とされている），次期総数浄j誠誇†蘭の資料として分析さ  

れる。しかし首】・蘭は産業排水ばかりでなく生活排水やそ  

の他（畜産と土地経由）を含んで立てられているし，事  

業場に関しても排水恩50mソ‡ヨ以下の「小規模時魔潮  

来境ふ 特産地汲が設置されていない「束規制召事案蟻」  

をも含んでいる。そこで，県レベルで，実測・届け出に  

基づく資料整理と，「原単位」（たとえば‖はの成林が  

年間排出するCOI）麹）を用いて推定する集計を行い，  

環境庁に報督している（表4）。環境庁は金銅三地域  

（東京音数 伊勢粗 大阪機）の集水域のデータを集計し  

て，次期削減計画の計標應と針路年度を決め，各県に  

「1こ－ろして」来る（表5）。したがって，管蟄雲主体である  

曖昧にされたまま，改酋の進まない既定のプログラムが  

遊行している。実艶 富栄凍化現象に対して，有機物の  

流入ばかりでなく栄基塩類の流人による二次生魔が大き  

く寄与することが分かっていながら，窒紫，リンに関す  

る排水基準はBOI），CODの排水逓礫に比べ実に22年  

遅れて1993年ようやく改定された。餐瀦，リンの総貌  

規制の導入は20年遅れの来年度に持ち越される。こう  

したいくつかの問題点を抱えているのだが，本稿ではこ  

れについてほ論点を提起するにとどめる。   

さて，総應規㈲jの場合ぎⅦ管至jリ とは以下のことである。   

軍楽研が全都で232種類の業種に区分されている。例  

えば畜産農業，天然ガス工数 非金属工業…といったよ  

うに。それぞれの削減次に対応した菜種ごとの目横磯多発  

が設定される。まず環墳庁によって上限と下限が示され  

県がその範関内で酢酸敷皮を決定することになっている。  

三粛県の場合おおむね下限偵や擁しい方に改定されてい  

る。仙一方，排水鮫は肇磯漸層身が届け出でいて（通常排  

水麹と政大排水厳），政大排水駿と計礫漉度の機がこの  

事基暢の許容負荷巣となっている。例えば放火排水駿  

900m註／軋‡萎壬撥磯波40mg／ゼの召機械は1‡訃に二つ  

の他の穐としてのCOI〕排出蜃361くgが許容されている。  

表3 総意規制管理による報祭事例  

ポ／巨l  敢大   

流1   

総塩基準値  ×萬  

届け出排水恩  遇常                 l  

汚水処理の方法 

霊芸…  

水産食料品製造業のある事業場の竃移り  

実 測 結 果  

水駿】ぜ／E】  負荷恩kg／目  水質mg／ゼ  

24．8  

32．2  

32．9  

2（〕．2  

23．7  

30．5  

29．6  

21．3  

22．9  

】7」  

20．4  

23．1  

13．3  

11．5  

13．4  

8．7  

9．0  

10．3  

9．8  

8．3  

8．6  

5．5  

6．6  

8．9  

麹900iば／tヨ  

斐度40mg二／ゼ  

36．8kg／lヨ  

寺泥処理，  

砂濾過…  

ド水路を経由して  
は域へ  

三爵少箆環境安全部提供資料より   
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義4 水質汚濁発生負荷魔の算定方法   

汚蘭負荷発生源のうち，総数規制品準が適用される発生源（＊印）についてほ，負荷駿の実測データをもとに発生  

負荷厳を集計している。その他の発生源についてほ，原単位法により負荷鮫を推定している。  

三愛県環境安全部提供資料より   
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情報，l当然環境情報も含むが，基本的には『公領対策基  

本駄』に対応し，「典型七公賓」に対応するデータが中  

心を占めている。環境質データは，水質汚濁防止法第  

15灸にある常時監視規定：「都道府県知事は，公共用  

水城及び地下水の水質の汚濁の状況を常時監視しなけれ  

ばならないふ 第16条の「測定計蘭」，第17灸の「公表」  

規定，また，大気汚染防止法節22条「常時監視」，節24  

衆「公表」規定に基づいて，毎勾三継続的に測定されてい  

る測定結果が主に入力された。山方発生源データはこれ  

も法的に定められた2牽で概観したような轡翔データが  

入力された。   

つまり旧環境情報システムには，表6に整潔されてい  

るように大きくわけて環境質データと発生源データが含  

まれているのだが，後者のデータが非公開のため，シス  

テム全体が非公開とされることになった。環境の質（状  

況）を正確に知ることが環境・公害政策の立党点であり，  

本来あらゆる種類の測定データが参照できる状態になる  

ことが望ましい。測定された環境状況をできるだけ速や  

かに公開することが「環境情報システム」を整備する目  

的の一つである。環境の状態を表現する両次データが蓄  

砥することによって大きなl当然的傾向が判明し，それに  

よって人為的影響が判別できたり，別のデータとの閑適  

で新たな意味が浮かび上がったり，多様な可能性を秘め  

ている。しかし，旧環境惰報システムは環境質情報のネッ  

ト上での公開という資任も発たせなかった。   

また，日本の環境政策が狭く自然的な鶴泊に限定する  

傾向があり，より総合的影轡，社会的な影轡などを議論  

する洛外閣と比較され，改酋が示唆されている（司〉。環境  

をめぐる判断は本来総合的であり，農林漁米，人口，交  

通，土地利用，を含む社会・経済的な渚データも必要と  

される。当時の状況では，こうしたさまぎまなファクター  

を含み込むことは技術的にも時期尚早だったかもしれな  

いが，ごく限定されたデータにとどまっている。外部デー  

環境庁のしかるペき尊門番民会においては，これらの憫  

報はつぷさに検討されている。   

「環境管艶」と「酒瓶」に閑わるこの事例は，様々な  

教訓を与えてくれる。環境管理を行政的区割りを遇えて  

広域的に行う要酒は商選っている。水質総盟規制は椅の  

銘水域という‡当然矧茎割りで広域的に行っており，環墟  

庁が山括管頸する仕組みは理解できる。しかし憫報は国  

に集約され，逓木方針は園が立案することになった。こ  

の状態で良治体は．なお管理運休意識を保ちうるであろ  

うか。仙一般市民から見ても集計の根拠が明示されずに  

「生活系の排出割合が大きいから…止般市民も努力せよ」  

と貰われても，どこまで説得的であろうか。   

「環境管理」と「臓報」に関する旧体質がここでも色  

濃く見られるのであるが，総腰瀾㈲という管理方式には  

「排出総貌を把擬せずに削減計蘭は立てられない」とい  

う r‾環境管理」にとって大切な繋紫を含んでいることに  

注意したい。今胤 CO2問題や有害物質問題で必ず総麹  

管理が焦点となることから，その先駆といえる水質繚腰  

規制方式のメリットをふまえ，デメリットもきちんと総  

括しておく必要がある。  

軋 旧環境情報システム   

1．自治体の事例   

三蔑県の階環境情報システムは昭和59年（1984年）  

から検討が開始された。当然第三世代のプログラムは姐  

上に上っていないが，「公賓対策塾」山辺倒からの脱却  

はプログラムに上っていた填である。現に「三麓廷琵環境  

隙取椚軋 は昭和54年（1979年）から検討を開始して  

いる。以下そのような視点から旧環境憫潮システムを概  

観する。   

システムの整備は昭和59年皮から綾肘が始まり，平  

成5年皮まで予算が付けられた。また取り扱っている情  

報の職閉は衷6の通りである。情報の内容は廃棄物関連  

豪5 水質汚淘負荷発生源別の削減冒鰭駿（平成11年皮時点）  

削減l訃標蔑（トン／冒）   参考）平成6年皮における腰（   

生活排水   

盛業排水   

その他   四  25    17  18    6  6   
三重県環境安全部提供資料より   
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表6 環境情報システムで取り扱う憎報の縄跳  

サブシステム名   環 境 賞   施設・発生源   地図・発生源  社会経済  文献   

常時監視データ   届け出（ばい楓 粉じん）   人＝・世帯数  文献・  

人気  （テレメータ）   立入検義絶果  交通蒐・   雑誌   

情報管理システム  地域環境測定結果  公智署憫  自動輩保有台数  

（T王；んPbO2，降下ばいじん）  国土数値情報  

へい死魚介横網義絶果  

情報管理システム   

情報管理システム  

情報管理システム  

憫報管理システム  

情報管理システム   
温泉利用状況調速   

情報管理システム  

三豊び艮環境安全部捉鋏資料より   
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◆ツクシの分布図   夕べースとのアクセス機能も付けられなかった。   

こうして旧環境情報システムの欠点をあげてきたが，  

技術的な制約条件も見ておかなければならない。旧環境  

情報システムは，わずか7MBのメインメモリ付きの汎  

用機で運転され，通信回線も公衆‡司線を月い、た  

2400BPSの速度しか持たなかった。こうした制約のも  

とで，データの更新作莱，出力作米の時間がかかり，次  

鍬こ使いづらいシステムになっていった。利用者も汎用  

機の扱いにある程度なじんだ者に限定された。平成2年  

の時点での全国調姦では遜用申のシステムが14都遣府  

県5苗であり，利用者の米人数を表したものが区＝であ  

るく5）。   

こうした技術的制約もあり，旧環境情報システムはもっ  
○アブうゼミの分布図   

利
用
者
緻
 
 

1～5人  

8一一10人  ′ヽ  
衆11■－20人  

姦2－…40人  

－′ヰ1人以上  

無回答  

0   2   4   8   8  10  12  14  16  

都道府県市数  

！営！1環境憫報システム利用者突人数  

（平成元隼時点）  

『砂塵情報の共有化に向けて遽（文鰍5））より  

ばら報乱 数紳，自番データの作成など環境行政内部の  

事務支援に活用されるにとどまった。率い今日の情報技  

術の水準が飛糀的な進歩を遂げている。目的に応じて菜  

炊にシステムが組める技術段階になっている。外部デー  

タベースとの接続や他の機関とのリンクもインターネッ  

トの懲及によって飛躍的に強化された。環境情報システ  

ムを何のために利用するか，どのような機能を持たせる  

のか，馴勺・利用の在り方を明確にすることばハードな  

システムを設計する以前にきわめて蛮費である。   

衷7と図2で，板橋区が昭和62年皮からシステムを  

検討し始めた環境情報システムの事例を麗筆摂したく6）。こ  

の場合「住民主体のアメニティ環境の創造」という目的  

が明確にあり，それに沿ったコンテンツづくりをシステ  

ム投計と同時に始めている。コンピュータに入力する以  

図2 板橋エコポリスセンターかんきょう観察夙によ  

る参加魂データ資産  

『板橋区の快適環境に向けて』（文献（6））より  

前にコンテンツを十分練り上げた。平成7年皮のエコポ  

リスセンターの開設と共に始まったパソコンベースの楠  

報システムの運用と共に，約10年蓄格した参加型デー  

タの資産が見執こ花開き，「板橋スタイル」を確立した。   

「データがあるから入れる－きのではなく，「こんな目  

的で利用するので，新たにデータを形成する」という姿  

勢ほ見習うに櫨するのではないだろうか。  

2．自治体と環境庁の関係   

従来の環境管理と情報の流れを別の角度から見てみよ  

う。表8は現在環境庁が提供している環境情報の種類，  

提出先，授出方法を表示している。法律に基づいて各自   
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表7 板橋区における参加型環境槽報の地区lによる裁示  

アブラゼミの分布図   かんきょう観察員101名のセミ網恋から   平成元年7   

ツクシの分布図   ぎかんきょう観察鼠130名のアンケート凋透から  平成2年4   

トンボの種類の分布図   かんきょう観察鼠133名のアンケート凋透から  平成2年6   

ツバメの鎚の分布図   かんきょう観察員133名のツバメ調査から  平成元年6   

月27E】～8月21‡ヨ  

月25日～5月6 日  

月 5E】～8月24日  

4日～6月18日  

秋に鳴く虫の種類の分布図  かんきょう観察艮133名の秋に鳴く虫調査から  9月151ヨ～9月30E‡  

参加型環境情報システム事業  快適環境の在り方検討事業  

環墟督緒報システム構成検討  快適環境懇談会発屈   

柵62年皮 
●’●「快離水辺朋の創造について」（捉嘗）   

基本図の作成   

環境機軸システム等入  快適環境懇談会  

・データベースの作成／・環境情報マップの・板橋型環境管理計画の在り方の検討  

昭和63年皮                   作成／・アメニティ・カルテを作成／・環境資源調査（歴史，自然，社会，都下抒空  

・500mメッシュごとのアメニティ情報を整  間 55項巨】の凋恋）  

環境情報システムの充爽  快邁環境懇談会  

・システムに往…区，建物，用途地域等の情報・今後の板橋区のかんきょう施策在り方につ  

を人力かんきょう観察肇灘  いて提署 アンケート調速  

・血般市民によぴかけた「かんきょう観察員」・近隣騒音などの意識を閑適  

によってツバメ，セミ．アメニティなどの椚  

遼を爽施  

・この情報を地図情報化   
理／■東京都システムとの接絞   毒  

平成7年鑑   板橋区エコポリスセンター関数，平成義軍皮からのかんきょう観察厳による参加情報をコン  

ビコL・一夕上で表示，対象：自然環境や環境問題に！娼心がある人，建適巨200名，役割：年々回  

程度身近な肇花や野鳥などの生息情報や環境問題について，アンケート方式で回答してもらう。  

平成7年皮観察テーマ，第一一回：チョウの観察（4～6月），第二恒i：セミの鳴き声調避（7～9  

月），第三回：秋に実の生る木の消炎（1D～12月），笛l当回：冬の野庵観察（1～3月），平成8  

年度の第三回には【‾やってみようタウンウオッチンダ（10月～12月）」がある。  

『板橋区快適環境ガイドライン策定訂濁速報告璽遁（文献（6））その他より作成  

拾体が測定した主に環境状況のデータが環境庁に幾約さ  

れ，なぜか提出先に格差を付け，多くはまだ大型汎用コ  

ンピュータ用のM′r版のままで，WWWや環境情報提  

供システム（フロッピーディス ク版とWWW版あり）  

に松伏されず，しかもMで版は有料で外郭団体から販  

売されている。もし，巨i治体が広域管理のために隣叔の  

データを必要とした場合，そのMT版を職人しなけれ  

ばならない。ヒエラルキー的な行政管軌こはこのような  

情報の集中と提供のアンバランスが伴う。1989年2月  

と12月の2皮，蔑墳庁は都道府慣・政令拇定都市の環  

境部局，公肇試験研究機髄攫対象に，環境牽醤報システム  

の整備状況，環境情報の相互利用に関するニーズを把握   
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表8 環境庁が提供サービスをしている環境データベース  

区分   

大気環境  

大気環境測定局属性憫報ファイル   C  

大気測産児マスターファイル   
環境質  

公共用水域水質データファイル   
B  

数億酒粕  A  

水質環境  C  

公共用水域水質マスターファイル   A  

自然環境  j〕   tl 

P00GREHN   C  3  

閑適統釘・   C  

NIES00BOOK（単稿本所蔵目録）   B  4  
NIES】SC（逐次刊行物所蔵目碍）   H   3  

NIES】RHPORT（研究報告論文）   B   3  

文献情報  
NIESwPAP‡壬RSく発表研究翰文）   B  1，3．4  

EA…RESI≡ARCHI（環境庁委託等親盃報告憩）（賠備中）  

EA…P‡ⅦSS（環境庁公表資料惜報）   A   2，3   

機関情報   iNぎ07－ERRA（国際環境憫報磨照会システム：UNEP）   A  1，2，3   

環境情報源情報  

〈提出先〉  〈提供方儀〉  

A：血般へ提出  1：WWW（World仙WideWeb）で利用可機  

B：行政機関・研究者へ提供  2：環境憎相接眺システムで利用可能  

C：所内・庁内利用に限定  3：パーソナルコンピュータシステムで利用可能  
D：利用システム上での利月封こ限定 4；i表立環境研究所ネットワークで利用可能  

http：〝www．Ilies．go．jp／japanese／eic・j／db・00．htmIより作成  

のかもしれない。しかし近年パソコンとインターネット  

という標準化が急速に進み，かつ漕額を開き管理遠藤恩  

多梯化させる環境政策段階になり，「環境管瀾と惰報」  

をめぐっても「漸変的対応」方式を脱し，「パラダイム  

変化」を構想する時代に立ち至っている（9〉。  

Ⅳ．「地域環境の社会管理」への転換   

1．社会管理型の一事例としてのPRTR事業   

「環境の社会管溜ま」とは，本来地域環境改善の当事者  

である市民，企米，行政，研究者が，今まで発揮されて  

いなかった潜在能力を相互に生かし合い，お互いの関係  

の申で従来の㌢一行政管理」より飛躍的にレベルの商い地  

域環境改革効果を上げるシステムである。エネルギー，   

する調査を行った蒔）。その際，自治体から環境庁に対し  

て提供を希望する情報に関して衷9の結果が出ていた。  

■■、一番要望が高かった委託調姦を含めた調速報誓詔に関し  

ては，義8でわかるように9年たった今でもリストすら  

公開されていない。   

水質絶魔鏡制で集計されている軍楽所のCOD排出デー  

タ（表3の形）は，個表の形で環境庁に集計し，環境庁  

でコンピュータにデータベース入力されている（8）。しか  

し衷8でわかるようにこの情報も拉供されていない。   

これまで各自治体ごとの環境情報システムは，ハード  

ウエアの規格が異なり，カバーしている槽報の範囲も様々  

であった。このような技術段！掛こあってはヒエラルキー  

塑の中央集中管理方式は藤巻の方放という判断があった  
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表9 行政間で提供及び相互利用の葉蘭が高い情報  

提供及び，相互利用を望む惜報   

部門    行政  研究  巨公益  
口  国ゆ地方  行政  各調査堀留督（委託調査など）   90   朋   9   143   

5盲 園→地方   研究  各種文献   61   ′15  

6 i頭巾地方   行政  化学物質データ（性状，孝劉生生産蔑など）  76   50  139   

7い藁卜地方   研究  研究機関練有のデータベース利用の寮内  圭 77   46   田  134  

8妻 針外地方   行政  一大気環境，水質環境等測定データ   j 73 44   16  133   

9   
閣や地方  研究  妄研究発表（誌上，構演）   69   46   14  129   

地方相互利用  行政  地方環境自潜（測定データも含む）   80   33   15  i28  

（圭司笛総数 行政部周：107，研究機関：52，公益法人：20）  

『環境楢報の共有化に向けて』（文献（5〉）より  

有賽物質，廃棄物，水質汚蘭物質…，いずれの「管理」  

においても，総意削減と予防的対応という捌莞重殺定がま  

すます竃更になっている今日，それにふさわしい管理方  

式と言えよう。   

現在神桑川凝と愛知県において「環境汚髄磯蘭排出・  

移動登録（PRTR）」制度のパイロット軍楽が展開して  

いる。すでに同様の制度が洛外国で展開しているが，環  

境汚染の「おそれ」を持っているいわゆる「凍規制物質」  

を管理するため，調薬者には，決められた化学物質の排  

出蜃と移動駿を様々な方法で推定してもらい，行政は非  

意図的物質の鼠 非点源排出嵐を推定し，排出総鼠を把  

捉し，管理しようとする制度である（図3）。神奈川県  

では，Ⅹ‡Z成9年皮，湘南地域277軍楽所に対しヒアリン  

グ調査を行った。ようやく終についたばかりであるが，  

彿斜Il殿では従来から「化学物質環境安全指針」を持ち，  

200物質について，適正管理や排出抑制の行政指執 あ  

るいはi㌢野際既マニュアル作成，報告潜の提出などを義  

務づけてきた。本稿との関わりで特筆すべきことば．こ  

のPRでR萎捜管理は従来の日本の環境哲男圭方式と（水質  

総餞規制と形は似ているが）「管理」の思想が異なると  

いうことである。これを表10で確認してみよう。   

利宵！猪係者として住民を含め，業界と事業者の飛躍的  

な，しかしi吏は的な努力を求め，社会的なコミュニケー  

ションを環視し，情報もできるだけ開く方向性を持って  

いる。これを仮に名付けると「行政管即から社会管想へ  

の転換」ということになる。この転換ほ0Ⅰ≡C工）が各l溺  

政府にPRTR制度を進めた「環境汚飽物質排出・移動  

登録榊環境政策及び特級可能な開発のための手法皿政府  

のためのガイダンスマニュアル」（1996年2月）や国連  

欧州経済委員会l‾現場に関する意恩決定における環境憫  

報へのアクセスおよび公衆の関与に関するガイドライン」  

（1995）において明瞭に溶かれている（iO）。  

2．なぜ社会管理型か   

企業に求められているのは，ISO14000シリーズによ  

る環境簡餞システムやPRTR挙米に見られるように，  

企寒月らの資任で企業が扱うエネルギーや物質の自己管  

理（測定）を義務づけるという方式である。なぜ社会が  

（「行政が」ではなく）企業にここまで求めるのだろうか。  

まず第山一に，そこまでできるのは企業およぴ！消遜盈楽  

団体しかあり得ないからである。㈱日本化学工業協会に  

軍務属を置いた ＝訃本レスボンシブル・ケア協議会  

（JRCC）－jは，レスボンシブル・ケア活動を展開してい  

る。その目的はイ化学企業は自己決定・自己資任の原則  

に則り，製品の開発から使用，慮終消費を経て廃棄に至  

るまで汀環墳・安全」を確保し改渇することを経常方  

針とする」‖）ことである。PRTR型管望ま！に対応するた  

めに企兼はこれまでに比べ飛躍的に大きな自主的な努力  

を求められることになる。これまでは環境管澄担担当者に   
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Regis血（登録）  

学物鷺の種類ご   

－1 － 一  

情報の提供  

1998年2月13Ⅰヨ，神各州り蛋も環境部環境政策化池辺山Ⅳ儀氏提供資料より  

図3 環境汚染物排出・移動登録制皮（PRTR）の概要  

表10 従来の対策とPRl－Rの相違点と意義  

1998年2月13軋 神姦川県環境郎環境政策課渡辺一法氏提供質料より  

PRTIモ事業でほ有害物質の排出を大風 水，二j二壌といっ  

た環境媒体ごとに把握することを求めている。このこと  

は大気環境や水盤墟といった環境を学問的，‡温果関係朗  

に理解する上でも蟄重なデータを手にすることになり，  

環境科学のレベルアップにも鮮亨・する。   

第三に，「有害な化学薬品が何であるか仙｝■般にほわか  

らないことが多く，使っている事業者l…】身も有害なデー  

タを知らないで放っていることが多ぺ㌧」（神姦川鷹  

PRl、Rシンポジウムでの東芝の方の発鳶）。PRでR当事   

よるエンド・オブ・パイプでの管理（公肇防止髄眉墨よ  

る智美担）ですんだものが，あらゆる社内酢J【iの協力によ  

る経常全体に及ぶ管理が求められることになる。   

節二に，企業が巨iニヨ三的なレベルを引き上げることによっ  

て提供される排出・移動情報は，今まで知り得なかった  

排由憫職（P情報）を勺・えてくれるという意味で，社会  

の環境繁華‡主にとってきわめて重安な意味を持っている。  

環境状況醗碩（S摘報）のみでは対応しきれなかった有  

害物質管督！の水準を披得することができる彗。まれ  
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環境管班雲計画」と同時遡行で進んでいながら，この点の  

配慮が弱かった。「環境情報システム」の今日的な目的  

として，次の二つを改定することが過当であると考える。  

巨i的その1：「総合的・濁点的課題」運威の手段として  

の環境情報システム  

馴勺その2：「各主体の協動による地域環境づくり」  

（パートナーシップに基づく環境の社会管  

理）を促進する手段としての環境掩報シス  

テム  

2．「総合的・重点的課題」達成の手段   

‖）巨額と重点探題の関係   

まず考慮すべきことば，『環境基本法』山『環境基本  

計画』段抒削こ発て，設定される目標が「循環」「共生」  

「参加」「国際的取り組み」のように総合的な性格を帯び  

てきて，これまでの「環境遠筈左準達成率」タイプの「単一  

基準型指標」に代わる「総合指楓」が必要とされる段階  

に入ってきた，ということである。   

『環境⊇戎本紺画』ではその事幡を次のように述べてい  

る。   

「この環境基本計画は，「循環ふ「共生」，「参加」お  

よび「【遡際的取り組み」が実現される社会を構築するこ  

とを最期的な目磯とし，そのための施策の方向を明らか  

にするものである。これらの乱櫻の達成に向け施策の効  

果的な実施を図るためには，これらの目標の遵成状況や  

目機と施策の関係等を貝体的に示す総合的な指磯あるい  

は指標群が定められることが望ましい。こうした指援に  

ついては内外で調速研究が活発に行われているものの，  

現時点ではその成果が十分ではなく，本紬動こ組み入れ  

られる状況には至っていない。このため，環境基本計画  

の良期的なl∃機に関する総合的な指標の開発を政府にお  

いて早急に進め，今後，その成果を得て，環境基本絆頑  

の実行・見破し等の中で活かしていくものとするふ   

この趣翰から【仙総合的環境相棟検討会」が13名の委  

員によって組繊され，平成9年7月に「総合的環境指橡  

試案」が打ち出された。基本的な方向性は打ち出された  

ものの，容易な課題ではないと述べている。例えば社会  

の「循環」皮を示す指標は敗走しうるのか。ト階梯」で  

は「客観性・正確性の碓保という観点からは，現時点で  

は困難である」と表現している。現在も継続して検討さ  

れているが，この作黄ばいわば新しい環境管理方式を生   

兼で初めて事業者の使用物質の全面的な認知が可能にな  

る。そしてこの認知がまた使用数の削減，エ程改発など  

へと結びつき，生産コスト削減へと結びつく可能性を秘  

めている。エンドオブパイプ型の対策ほ利益巷集まない  

が，こうした「クリーン生産型」の対応は利益をもたら  

す遣であることが確認されている。これは環境技術政策  

の転換の課題でもある。また今後，国際的な流れとして．  

金光の作り出す商品・サービスについて，資源採取から  

廃棄・リサイクルまで，全段階における環境負荷を定蒐  

的に把擾・評価するLCA（LireCycleAssessm帥t）  

活動が奨励される見通しになっている。LCAシステム  

の信鵬性を嵩めるためには，搭糖姓のおける広範囲のデー  

タ収集に基づくデータベース作成が鍵となる（13）。ほぼ  

確実な矧敷標準が近い将来課せられるなら，いち早く社  

会的な準備を始めることが賢明であろう。   

われわれの社会が環境問儲に対応する能力を持っため  

に，次の四つの社会的渚主体が環境改儲（管理）主体と  

して変容することが期待されている。  

市民：グリーン・コンシューマー，提薯儲力のある市民  

グループ（NPO）へ  

企業：肇磯活動全体にわたるエネルギーと物質の排出や  

移動を自主的管理  

行政：時代に先駆けた制度提案・企画髄九 社会的担い  

手への適切な支線  

研究者：「問題」に切り込む学際研究，有用データベー  

スのガイドライン作成支援   

研究者をのぞく三主体の変容】ヨ櫻と関係性は料商される  

ことば多いが，ここに研究者壕含めて藩給すべきである，  

というのが本稿の室温点の一品“〟つである。後にふ硝庵・示す。  

Ⅴ．「環境情報システム」の基本要件   

1．「環境情報システム」の目的設定   

以上のことを総合的に考慮して，今うち立てるべきこ  

とは，第三世代の環境行政の時代に，環境情報システム  

はいかなる役割を果たすべきなのか，という目的改題で  

ある。本来「環境情報システム」は，環境計画事業と運  

動させて，何のための槽報堂瀾・蓄積・公開かという課  

題をはっきりさせて取り組むことでその有効性を発灘で  

きたはずである。三蔓脛の借間境情報システムは「地域  
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のように図化している。このように異体的な課題を整渕呈  

してみると，個別要素ごとの判断盛準ではなく，たとえ  

ば水質と水象と水生生物，大気質と気象と植生のような  

組み合わせが意味を持ってくる。環境管理方式として従  

来ともすると陥りがちであった，個別項日ごとの環境羞整  

準主我が打破される可能性を秘めていると受け止めたい。   

計概（ビジョン）と方針（シナリオ）と施策（プログ  

ラム）が決まったときに，様々な種類のデータ群が生き  

た情報に魂型はれる座棲軸が与えられたことになる。ど  

のような新たな項目巻いかなるガイドラインに基づいて  

収集しデータベース化しておくべきか，血次データをど  

のように生乳 加工，提供すべきか，何を新たな「環磯  

拇楓」として設定すべきか，といった「環境情報システ  

ム」にj、さわしい作薬は，『三竃県環境基本言¶！・画1997』  

によってようやくその動機付けを与えられたところであ  

る。  

（2）システム構築の留意点   

そこで，三蔓現の挙例に沿って冒醸その1に沿ったシ  

ステム設計の留愈点を考察する。旧環境情報システムの  

先入観念を脱ぎ捨て，新しい枠組みの中で斬新なアイデ  

アを固める必要がある。  

留意点1   

これからも法子裾こ基づく行政内の事務手続きが発生す  

るので．環境憎報システムを行政召蓬務支援のために利用  

する挙は当然であるが，この目的はあくまでこれからの  

環境情報システムの副次的なものになっていることをま  

ず麗祝しよう。技術的な機機の進化と今E】の環境情報シ  

ステムの果たすべ轟新たな役割を考慮に入れて，基ネ竜  

的を転換すべ轟である。収集・蓄積すべきデータコンテ  

ンツ毎払本的に投絆し赦し，拡張すべきである。   

実は三重県の場合，平成9年度の基本籠計の段階では  

「【行政事務処理システム」が相変わらず主目的として位  

置づけられ，残念なから阻環境情報システムと基本的に  

同様のデータ矧卿ことどまっている。なぜ斬新な『環境  

基本鋸牒摘が打ち出されているのに環境檎報システムの  

検討と連動しないのか，というテーマはそれ自体興味沫  

い研究対象ではあるが，ここでは指摘するにとどめる。  

留窓点2   

その際重要なことは，上紀4つの「日様」（仮に「循  

環目標」，「共生目標」，「アメニティ巨l概ふ「参加目撼」   

み出すための避けて通れない「産みの苦しみ」とも習え  

る作薬である。   

川・方，『三蛮風環境ヨ蓬本計蘭1997』は従来のタイプの  

環境管理のパターンを越えることを窓言した。つまり，  

環境管理を「員様」別，「総合的・重点的な課題」別に  

整理し直したのである。ここに，目櫻・課題に沿ってデー  

タを生轟た情報に加エする必要性が発生し，環境情報シ  

ステム構築の動因が発生したことになる。   

日額は次の4つである。  

ほ，『循環を基調とした持続的発展が可能な社会の桃築』   

分類されている項目：mエネルギー・資澱の遮蔽利用，  

ほ〉廃棄物の適正管〕乳（3）大気環境の保全，（4）水環境の保  

全，（5）土壌・地盤環境の保全  

且．『人とlヨ然が共にある環境の保全』   

分類されている項目：（1）多様な‡当然環境の保全，（2国三  

物の多様性の確保，（3）良好な自然環境の活用  

画．『やすらぎとうるおいのある快適な環境の創j＆』   

分類されている項目：（1）身近な自然環境の保全・創軋  

（2〉良好な蟄観の形成，（3）歴史的・文化的環境の保全  

軌『環境保全活動への参加と協働遽   

分類されている項‡∃：（1）環境教育・学習の経巡，（2）地  

域における環境保全活動の推進，（3）国際的な環境保全活  

動への協力   

晶方．極合的・重点的な課題としてあげたのほ次の8  

つである。  

駁．伊敷湾の再生，  

盟．流域環機づくりの推進，  

団．多様な森林整備の推進，  

［乱 廃棄物組合管理の推進，  

閤．自動車交通公霧対策の級敵  

国．多様な野生生物の保全，  

闇．快適な都市環墟の形成，  

倣．地球環境の保全と園終協力   

これらの員榛と探題を実現するためには，いずれも  

ー肌対象要素の個別管瀾」というパターンを抜け出し，目  

楼や課題に再与った要賽聞（既存の黎衆ばかりでなく新た  

な安来も含めて）の適切な組み合わせや総合指轢化をほ  

からなければならない。   

たとえば「伊勢湾の再生」という課題を考えてみよう。  

この課題は上記4つの目標すべてに関わる総合的な誹題  

である。この点を『三董県環境羞ち本計画1997．＝ま図4  
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（1〉 身近な白熱現   

保全・剣山  

ら      －  － －   －  H やす  イ 鎗村漁村敷観の保全・復元  

「  

）j接史的・文化的環  

境の保全  

イ 歴史的・文化的兼敏の保遼・   

活用  

1  
ⅠⅤ 環境保全活動の  

加と協動  

（2）監視・観測琴の体   

制の鮭描及び環境情   

報の提供  

イ 環境鵬報の整備・提供  

『三成が琵環境管理計画1997』より   

図4 伊勢湾の蒋如こ係る施設の体系  
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ように反映するのかという実感を持ってもらう環境教轡  

ツールとしてむしろ概極的に利用するペきである。総意  

把授の制度を上げるには点源の把授と同時に非点源の正  

確な把担も必発とされる。「原単位」の糖度を上げるた  

めには地道な測定や環境科学の支援が必要となる。個々  

の施策（例えば単独浄化槽から合併浄化槽への転換）の  

普及度によって効果がどのように変化するかといったシ  

ミュレーションも可能になる。  

留意点5   

環境指標の作成作莱を幅広く参加型で行うと良い。   

「指機とは大きな事象を理解する助けとなり，または  

簡単にはわかりにくい動向や現象を知ることができるよ  

うにするものである」く18〉。また別の表現「指櫻とは，大  

きなシステムにおいて何が起ころうとしているかを照ら  

し出すわずかな情報である。それは「大きな絵」をかい  

ま見る小さな窓である」く18〉。   

データの組み合わせや糟糠作成をするとき，専門家が  

複雑な計算式と係数で処理し「総合抱棟」と称する方式  

は避けるペきである。むしろ「伊勢樽の再生」という課  

題のもとに10程度の具体的な項目をあげ，その項目の  

数値がどのように変適してきたか，10程度の項目に絞っ  

た理由，なぜその項目で課題の現状を表現できるのかな  

どをわかりやすく解説をするといったように，指標形成  

過程をガラス張りにすべきである。可能な項冒について  

は県民参加の測定運動を組むことがで垂るし，解説は大  

学の研究者がわかりやすく行う，漁師さんが長年の経験  

を語る，こともで車る。現実の重要な疎通がそのまま環  

境教育のフィールドになっていることが，最も効果的な  

環境教育であり，現実の課題に対する判断が可能になる  

ように情報を過切に収発し，加工していくことが受任の  

ある環境情報システムの構築方法ではないだろうか。  

3．「各主体の協動による地域環境づくり」促進の手段   

「環境の行政管理」の時代にあっては環境情報システ  

ムは行政が構築し，基本的目的は管理を効率的に行う，  

環境行政事務支援が目的であった。   

一方地域社会管理の段階でほ，行政以外の三主体も共  

同的管理の山嵐であることを社会的に認知し，三宝休そ  

れぞれが表12に見るように「情報形成主体」として，  

また「情報利用主体」としてシステムに関わり，その関  

わりを通じて環境改革の主体感謝を喚起できるような環   

としよう）が「槽報に整理される座横軸」を与えるので  

はなく，4つの呂礫が織り込まれている「総合的・重点  

的な課題」こそ「座機軸」としてふさわしいという点で  

ある。「課題」の側にこそ地域性が現れ，生きた人々の  

関わり方がイメージされる。「地球規模で考え，地域的  

に行動する」精神や「持続可能性」評価が具体的に試さ  

れるのは，「課題」を通してである。環境庁の「総合的  

環境拍擦検討会」が指標化に難航しているのは，抽象的  

な「日韓」を座標軸としているからである。また，『三  

蚤県環境基本計画1997』においても四つの基本目標ご  

とに「指標項目」が整理されているが，これも「課題」  

ごとの整理に組み替えるべきである（l－）。  

留窓点3   

しばしば環境情報システムを語るとき「幅広い環境憫  

報の収集」とか「わかりやすく加工」という表現が使わ  

れるが，これからほ「課題」の魔機軸と結びつけて論じ  

るべきである。たとえば「伊勢湾の再生」という諌題を  

座標軸にするとどんな憫報が必要になるのかを考えてみ  

よう。従来様々な部署，主体で収集され，管理されてい  

た情報がこの課題のもとに蓄積可能であることがわかる  

（衷11）。なお，環境アセスメント関連のデータは環境  

情報システムに適切に取り込まれることが望ましいが，  

現状では調悉主体（撃米者）との関係で不可能という判  

断をしているようである。教義なデータを社会的資産と  

して活用する遣を開くべ轟である。   

この座標軸をはずした場合，「幅広い」「わかりやすく」  

という常葉は意味を失い，気まぐれで無資任な細駄の多  

い作業となってしまう。一般的，抽象的な「わかりやす  

い」解脱を提供するのではなく，現実的な課題について，  

リアルなデータに基づいて「共に象則に考える」ための  

情報システムにする挙が蔓登である。「わからない者に  

敢えてあげる」「知穐を注入するタイプの」環境教育を  

別途提供するという発想ではなく，メインのデータベー  

スを充実させることを主眼に置くペきである。  

留意点4   

後のPR7、R軍楽に見られるように，今後の環境行政  

の流れとして，環境質の測定管理ばかりでなく，発生源  

の総意管理がますます義姿になってくるだろう。この総  

駿管理のモデルとして現行の水質総腰腰制方式がある。  

この総蒐を把握し総数を削減するという，時代に先駆け  

た政策の理解度を」ニげ，個別の努力が全体の効果にどの  
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表11三竃県沿岸海域における水質調査の概要  

A．三重県環境部局：伊勢鳳 英虞湾，五ケ所鳳 および尾鷲湾の合計21地点において水質調査を実施  

・垂れ人の健康の保護に関する環境基準項目」のカドミウム，シアン等の23項目については14地点で計測  

・「生活環境項目」のpH，COI），DO，大腸菌群艶n－ヘキサン抽出物（油分等），全蛮索，全燐については21   

地点で計測  

B．その他の訊査（他にも数多くあると思われる）  

1）三重鼎水産試験場（水産技術センター）の漁海況諏査  

・毎月初句に1回，伊勢湾内20地点において水温と塩分，DO，COI〕，pH，（各水深別）栄養塩甑クロロフィ   

ルa等の網姦。時期により，赤潮予測のためプランクトン種の遮定や計数を加える。  

・伊勢湾内3カ所に改選した自動観測装置による梅南近くと底質近くの水温塩分，および表層のp王i連続測定  

（漁梅沢予報確立と公賓監視等の指導麿料）  

・低酸栄城における底質の線化物，触発消費駿，放熱源恩，間細水（水分嶺）  

・伊勢湾内の食物連鎖調査（イカナゴを姓椰とする食物プランクトンから魚類までの食う食われるの関係を明ら   

かにする）  

・ノリ漁場栄蕊塩凋姦（18カ所で水温，塩分，比温 室鼠 燐，過1回10月山3月中旬）  

2）三笠県港湾課による港湾計画改訂の基礎資料・アセスメント調査（水質，生態系，騒音交通盛等）  

3）尾鷲市（市内の公共用水域において環境保全対策上の基礎饗料とするため各々実施した調査の原データを集   

約し，行政資料としてはもとより，ひろく各方面で活用していただくことを目的に作成した各年度版データ集   

有り，市の環境対策錬と水産課合作）  

・養殖池域水質調姦：毎月1【軋14測点で各水深において，水温，塩分，DOを紆批  

・海洋環境特性閑寂：赤潮の時期に週1臥水温塩分，DO，（以上は0…10mまでは1mづ凱10mから底層   

までは5m払 および底上1m層）pH，クロロフィルa，フェオ色嵐 アンモニア体窒素，硝酸体窒素，亜   

硝敬体窒素，無機体蛮索，有機体窒素，全窒素，イオン灸シリカ，透明度，プランクトンを計測  

・4地点で1時間にい回の水温連続測定が約1年分有り  

・海況調姦，流向流速を20分ごとに1分ずつ計測  

4）大学等研究者の単独・共同調査研究  

・三愛大学生物資源学部練習船による漁梅沢・生物調査  

・沿辟域の生物調姦，三蕊大学数帝学部による漂着貝殻調姦  

佐久間究明氏作成   
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「専門家」のみがこの決定能力を擦っていると考えてはな  

らない。これらガイドラインや原則には多分に環境問題  

に対する「常織的判断」を前経としている。検討グルー  

プの試論に翠格段階で会員の意見が広く反映するように  

している。こうして作られたガイドラインに沿って幅広い  

企塞から製品情報を募る。情報は原則として自己薯任に  

基づく申告情報とする。象まってきた情報ははじめ冊子  

にまとめられ，今でほホームページに掲載されている  

（http：〝gpn．wnn．or．ip／卯n／）。会員はこの情報を  

できる限る有効活用して購入につとめる。ヒエラルキー  

的強制によってではなく，情報がオープンにされることを  

前提としているから，情報を出す金光側も「社会的資任  

意識」と「メリット認識」に駆動され情報を出す。ネッ  

トワーク会風が増えれば増えるほど情報が広く生かされ  

るので，情報データベースが社会的に影響力を持ち，ま  

すます多くの企嚢が回答を寄せる。こうしてこのシステ  

ムが自己展開していく。つまりこれもまたヒエラルキー管  

理から（多主体共同の）社会管理への展開の一軍例となっ  

ている。爽ほ環境庁も血会員になって機極的に支接して  

いるが，あくまで社会管理型を貫いている。  

墳情報システムであるべきだ。環境管理の枠組みが変わ  

る時代には，基本的に「環境情報システム」の構築方臨  

コンテンツ，公開方法を見直していかなければならない。  

行政は，以下に見るような挙例を参考に「多主体情報増  

築システム」の流れを受け入れ，企画者の鵬メンバーと  

して参加し，構築主体を効果的に支援することが盟栗で  

ある。  

（1〉 企業の環境管理主体化と環境情報   

金光・行政・消費者の綬やかな購入者ネットワークと  

してユニークな活動偏しているグリーン購入ネットワー  

クの挙例から考える。多主体が参加した検討グループに  

よってある特定の商品の環境に優しい購入ガイドライン  

がまとめられる。たとえば「パソコン」であったり「ト  

イレットペーパー」であったり，「コピー機」であった  

り，それぞれの商品に関して「ガイドライン」を検討す  

る。また，この個々の商品のガイドラインの前提とされ  

る「グリーン購入原則」が決められている。   

こうしたガイドラインや「グリーン購入品凍原則」（表  

13）の作成に「軍門家」は大いに関わりうる。しかし  

袈12 各主体と「環秘情報」との関係（高山作成）  

情報形成主体  

社会的資任意識   メリット認識   
情報利用主体  

環境行動の先駆事例   つながりの形成   工場隣接住民の安心感（←企  

市民・NPO         NPO団体情報   宣伝力強化，助成対象   米情報），  

環境相棟作成・拉官能カ   

有審物質排出情報   工程改革・LCÅデータベー   優良NPOへの助成（←市民  

企 発         「環境報告潜」   ス，企衆イメージ向上   情報），法規情報   

環境情報システムの構築，多  先進的政策をアピール，   合理的ガイドライン（一研究  

行 政         主体情報構築システムの企画  社会的猪主体との信頼関係  情報），  

と支援  現場情報の収集   

社会的有用データベースのガ  研究データの社会的構築，研  PRTR情報を汚染シミュレー  

イドライン作成支援，「問題」  ションに利用（←企業情報）   

研究者          に切り込む学際研究成果の公  

朋，係層の問題への感受性   

環境改菌（管理）主体への変容   
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山方，pRTR箪米もまた，対象物質の決定，企業で  

の排出移動恩の推定方法等のガイドライン，「社会的に  

有用な」データセットを得るための「共通データ登米」  

（真相）を，幅広い参加の下に行うことを義視している。  

OECDマニュアルには「すべての利害関係者が協議に  

参加して！∃棟を設定する」と密かれている（】7）。これもま  

たi‾社会層理塾」システムを強く意識している。アメリ  

カでは同種の制度（TRI）によって提供された槽報を加  

工し市民にわかりやすく提供するNPO（RTKネット：  

http：〝www．㌻洩．net／）も存在する。   

ただ，PRTRの場合，データを杷擬しにくい業種  

（非製造業），規模（中規模以下）があり，データの精鼠  

檜報を出す企兼・出さない企業の公平性を考えると法律  

で規制すべきという意見もあるが，その際も法枠にする  

ことで「社会管理型」の櫛性をなくしてしまっては愈味  

がない。神泉川戯のシンポジウムでも「義務性と自主性  

のバランス」は盛業な論点であると縫絡されていた。  

（2）市民の環境管理主体化と環境情報   

市民・NPOが現場憫報を収集・提供するようになる  

場合も，自発的意志が働く仕掛古ナが必要になる。98年4  

月から三東県で逆用を開始した「エコボランティアネッ  

トみえ」実験軍米は，行政，金光，f！ぎ民，研究者の間の  

パートナーシップ事業であるが，丹那風間題に関心があ  

り，何か始めている，やってみたい」という個人や‡団体  

間士のネットワーク構築を支援する召享楽である。個々の  

現壕憫嘲が蓄積され，意味を持っまとまりにまで相互編  

集的にデータベースが形成される仕掛けを作っている。   

行政が情報を収集して作成する『NPO総監』情報に  

とどまらず，イベント案内惰報や，環境市民団体が何を  

目指しているのか，現在どんなねらいを持っているのか，  

廠近どんなことを進めているのか，等のアクティブな惰  

敦13 グ リーン職人基本原灘  

1．「巻攣品ライフサイクルの考慮」（資源採取から廃発までのすペての製品ライフサイクルにおける多様な環   

境への負荷を考慮して購入する）。   

①環境汚染物質等の削減，②省資源省エネルギー，（診持続可能な資源採乳 ④炭摘使用可能，⑤再使用可   

能，⑥リサイクル可能，⑦再生栄樹等の利月ヨ，⑧処理・処分の容易  

2．「事業者の取り組みへの配慮」（環境保全に積極的な軍楽者により製造され，販売される製品を購入する）。  

3．「環境情報の入手・活用」（製品や製造・販売節米者に関する環境櫓報を積極的に人手・活用して購入する）。  

グリーン購入ネットワーク資料より  

表14 PRTR：システムに取り入れる必要のある共通データ要塞  

（OECI〕第三回ワークショップ（バーゼル1995年）で検討）  

1）報督する施設の名称および所在地 2）報告する施設の経度と緯度，3）事業の種類を示す激別記登，  

4）化学物質の名称および漁労董j番号，5）取り決められた単位で期した以下の恩①大気，土壌，水に排出され  

る一駁，②移動される駿，③総排出・移動應，6）報皆の対象期間，プロセスの操業時間数，提出lヨ，7）報告  

宝林から見て機密扱いのデータがあるかどうか。あるとすればどのデータか。機密情報を守りながら，  

PRTRの結果をできるだけ愈味のあるものにするには，どのような一般的なデータ（あるとすれば）を用い  

ればよいか。  

『化学物斑管哲星の新しい手法「PRTR」とは何か』（文献㈹）より   
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援ツール」を様々な専門の研究者の相互編集作並として  

完成させること，は大きな意味を持つ。   

実は以上の目的を持って，三濱凝と三惑大学の共同研  

究「伊勢綺地域の総合的利用と保全」チームが3年目の  

まとめの年を迎えている。三霧県からの財政的な支援や  

共同研究という形態なしには研究者の社会的役割を継絞  

して感謝することや，このような研究目的を打ち出すこ  

とはなかったと言えよう。   

ともするとこれまで研究者の環境総合研究は「研究の  

ための研究の熊倉体」に終わりがちであった。これから  

は「環境の社会管理のため」と観点を変えて取り組むこ  

とは研究者の社会的鴛任を果たす上できわめて意栗になっ  

ている。  

（4）行政か各主体を環境管理主体に誘導する政策を進  

める   

問題は，日本の場合それぞれの主体が期待された変容  

をなかなか遂げられず，既存の殻に閉じこもりがちであ  

るということだ。しかし大事なことは，社会がその環境  

改凄水準を引き上げるためにこの四つの主体に変容を求  

めているということである。行政は各主体の変容を促し，  

各主体問の敷居を低くし，各主体の自主性の向上を後朝  

しするようなパートナーシップ型環境軍楽と環境臓嘲シ  

ステム軍楽を推進する必要がある。   

実は神奈川県ではPRTRパイロット調薬と併せて，  

1997年度から「パートナーシップに基づく地域課填づ  

くり」施策を推し進めている。1997年皮に取り組んだ  

ことは，①かながわ県民サポートセンターへの「環境憫  

報コーディネーター」（民間の専門家をアルバイトで過  

1日午後）の配澄，②NGO，環境教育・情報拠点施設  

関係者等による「環境情報ネットワーク余韻」閑楓 ③  

企業関係者との「環境惰報提供に関わる企業関係者との  

意見交換会」開催，を行ってきた。1998年庶は「環境  

情報共有のための市民，企楽・行政のラウンドテーブル」  

を試行的に発足させ，市民による環境モニタリングデー  

タの集積，データベース化，活用を進める「『市民版環  

境自番』プロジェクト」を展開しようとしている。神姦  

川県は「管理」恩想が転換しつつあることを読み込んだ  

政策をスタートさせている。   

報が交流される仕掛けを作る必要がある。「エコボラン  

ティアネットみえ」実験肇莱沓通じて，市民ネットワー  

クの展開可能性を報告する予定である。   

「目覚めた市民」を動艮して環境情報を集めるだけで  

はなく，板橋エコポリスセンターの「かんきょう観察」  

購盛のように，購趨に参加した市民が観測した情報を環  

境楠朝システムに取り込み公開していることば先に述べ  

た。板橋区の環境教宵プログラムを全体的に調速すると，  

斯こ個人の「エコマインド」を嵩めるプログラムではな  

く，環境保全活動の輸を広げる人材の育成まで一貫した  

プログラムを持っていることがわかる（…さ）。  

（3）研究者の環境管理主体化と環境情報   

社金管督呈の時代には，他の主体と同様研究者は「管理」  

の叫主体として参画することが求められる。新時代の  

「管理」のキーコンセプトは，これまで述べてきたよう  

に「環境情報の社会的形成」である。研究者が関与すべ  

きことは，第山に社会的有用データベースのガイドライ  

ン作成支授という役割である。大免除晩 伊勢樽（内湾）  

環境，森林環境…の現状を評価するために，本来どのよ  

うなデータセットが用意されていなければならないか，  

という改訂提案が研究者から可能である。山次データの  

加工のしかたも提案できる。さらに何を「環境指機」と  

して選ぷペきかという提案も可能である。潔い学問的根  

拠を有していることば，「環境指機」としての重要な要  

件であるだろう。いうまでもなく，研究者は決定する役  

ではなく提案する役である。   

第二は，地域環境に関する啓門約な舐論の概要を，非  

尊門家に理解させる助けとなる情報の艇備に関してであ  

る。たとえば「伊勢湾の環境状況」に関して，研究者の  

間で多くの異なる視点から鶴泊が行われている。「視点  

の間の主要な相途をわかりやすく示す解説としての入門  

資料を整備」する輩札 一般の人々の関与を促す一小川－■つの  

蛋嬰な筋道を開くことになる。ここでは複雑な議論を，  

その本質は損なわずに，その大筋をとらえて説明するこ  

とが求められる。学際研究チームにおいては，チームの  

共同研究者が相互に理解し合うためにも，実ほこの作米  

は螢繋である。学術論文は普通紙論の前提（学会の常織）  

を省略する。「教科番風」ではなく，不確定なことも正  

掛こオープンにしながら－ よって立つ源楢報や解析ツー  

ルなどもきちんと提示しながら．多主体の「合意形成支  
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の多くの自治体ですでに展開されていることがわかって  

きた。   

本稿は継続中の議論の「中間まとめ」として，また，  

これから引き絞垂展開する軍楽の「作米仮説」として番  

かれたもので，5－3－（2）の「エコボランティアネッ  

トみえ」や，5－3－（3）の研究者からの寄与は，98年  

度後期に本格的に進展するものである。これらの「実験」  

から，本稿で展開された「理論」の検証が具体的に行わ  

れるものと親持している。  

謝  辞  

「伊勢湾地域の総合的な利翔と保全」チームの渚先生  

方には数多くのヒントをいただきました。とりわけ「環至  

境行政政策班」の浦山益郎氏（三愛大学工学部）と佐久  

間英明氏（三登大学生物資源学部）からは多くの情報を  

提供していただきました。お礼申し上げます。また，  

「デジタルコミュニティズ環境部会」の黍艮の皆さん，  

お越しいただいた絆師の皆さん（NでTデータ経常研究  

所萩原一平氏，神戸大学経営学部閣郎克彦氏，神奈川県  

環境部現場政策採渡辺一法氏板橋区エコポリスセンター  

久我轟点氏，慶応大学金子郁容氏，GOOI）プロジェク  

ト代表鏑木寧昭氏，パソコン通侶「自然環境フォーラム」  

シスオペ茂木紀行氏，環境総合研究所池田こみち氏）か  

らは数多くのヒントをいただきました。また，資蕊な資  

料を多数提供いただ垂ました三盛県環境安全部の多くの  

方々にもお礼申し上げます。  

和 文 要 約  

環境基本法，環墳基本計画策定以降冒本の環境政策は  

変化の途上にある。地方自治体においても地域環境政策  

の基本的な転換を模索中であるが，必ずしも，新しい渚  

施策が首尾一貫した関連性を持ってうち立てられてはい  

ない。本稿は新しいパラダイム（枠組み）から諸施策の  

有機的な連関を探り，整合性のとれた政策体系の浄写炎  

を撒くことを目的としている。本稿では，新しい枠組み  

を「地域環境の行政管理から社会（コミュニティ）管理  

への転換」と名付軌「本来地域環境改尊の当寧着であ  

る市民，金塊，行政，研究者が，今まで発繚されていな  

かった潜在能力を相互に生かし合い，お互いの関係の申  

で従来の「行政管理」より飛躍的にレベルの高い地域瀾  

墳改認効果を上げるシステムである」と特徴づけた。そ  

のシステムにあっては，社会的猪主体は自主性・白樺性  

を要求されると同時に，環境情報を共同で形成し，共同   

Ⅵ．おわりに  

深場基本法時代の環境行政は，社会的終主体に自主性・  

自律性を要求すると同時に，「環境管理と情報」に関す  

る新しい枠組みを打ち出す資任と哉務を負っている。各  

主体の持てる能力を総動員し，かつ協動のプログラムを  

組むことなしには期待される環境改詔勅果を生み得ない  

のだが，このような問題認紙はある程度腰成されつつあ  

るものの，未だ押立体典に深く浸透しているとは貰い難  

い。本稿の目的は，そうした状況の下で転換のヨ至念や具  

体的な姿に関する浄写炎を描くことにあった。   

「環境先進県」を目指している三霊殿は，新しい時代  

にふさわしい新機軸を打ち出そうと他の殿に先破ける努  

力を樅統している。手法の上でも新しい試みが数多く行  

われている。   

例えば，  

・情報手段を公益的な事業に活用する方向性を田立体の   

参加の下に検討する検討会，三つの部会の鵬つが  

「デジタルコミュニティズ環境部会」   

（1998年7月で｝見終了）  

・情報学段を公益的な挙発に活用する方向性を社会実験   

的に検索するデジタルコミュニティズ実験軍楽，11   

のテーマの鵬つが  

「ェコボランティアネットみえ」軍楽   

（1999年3月まで）  

・三登県と三蛮大学の共同研究，約10のテーマの山つ   

が   

「伊勢樽地域の総合的な利用と保全」   

（1999年3月まで）  

・環境施策の窓点深逓の血つとして「環境教育」「環境   

情報システム」を位置づけ，検討を開始している。   

新規に建設される環境科撃センター内に環境教育施   

設をもうける予定。  

・NPOの振興策を県の政策の柱の－…つに位遼づけてい   

る。   

筆者はこれらの調薬や議論に関わり，結嵐 あれこれ  

個別的な施策や努力の寄せ銘めではなく，首尾一貫した，  

ある一定の理念に基づいた施策体系にならなければ期待  

される効果を生み出さないだろうと思うようになった。  

そして本稿で輪郭を描いたような新しい枠組みに基づい  

た政策体系は，いくつかの数少ない日本の自治体や欧米  
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で利用する条件が形成されるペきである。各主体がⅠ当発  
的な役割を発揮しながら，「社会的有用データベース」  

を形成・利用していく事業，もしくは運動が企画されな  

ければならない。その論点の概要を拉麗した。  

引用文献および注   

川 手都宮探鼠 環境理念と管傑の研免 東海大学出版  

会，1995，pp．171  

（2）同上 まえがき，pp．4～5  

（3）この間題は日本の環境政策が陥っている「漸変的対  

応」スタイルの典型例である。「生活環境の保全に  

関する項削については，どれだけの時間で，どこ  

まで状況を改渇するのか，という目楔改定ができて  

いない。「環境姦整聯」が隊擦になっているはずだが，  

そこに達成する現爽的なプログラムが組まれていな  

い。この点については，高山汲 伊勢湾地域環境管  

理と学術的薔献．三窓大学伊勢酒文化総合研究グルー  

プ．伊勢樽地域とその文化 pp．67～74，1995年3  

月に紀述した。  

棚 環境庁企画調教層責鼠 環境影轡評価制皮の凍状と課  
題について一環機影轡評価制度総合研究会報告潜－．   

大磯省印刷局，平成8年6月，pp．208  

（5）財団法人環境爾姦センター．環境情報の共有化に向  

けて＋取壊情報システムに対する鵬考察－．財団法   

人現場調姦センター，平成3年3乱p．12  

（6）東京都板橋区．板橋区の快適環境に向けて＜板橋区  

快適環填ガイドライン策定調査報告潜＞．平成3年   

3月，その他エコポリスセンター提供資料から作成  

（7）注（5）で紹介されている。  

（8）環境庁筏宵宮房環境行政情報基盤強化検討会（環境   

情報の相互利用に関する分科会）．環境情報の相互  

利用における基本的考え方について．平成2年11  

月30iヨ  

（9）注（8）文溶でそのあたりの事情を次のように表現して  

いる。「データベースとして提供する環境情報の提   

供可能性の検討：環境庁及び地方公共‡頭体の環境情   

熟ま，ネットワークでの複雑ユーザの随時相互利用  

を想定していないため，その提供可能性についても  

整理が曖昧なものも多い。これまではそれぞれのケー  

スごとに個別に判断されてきたが，情報交換体制を  

確立するに当たり，環機庁も地方公共団体もそれぞ   

れの情報ごとにその提供可能性を早急に整理する必   

要がある」。その後の経緯を見ると歩みは遅々とし  

ているように見える。  

（10）国連欧州経済重層会．環境に関する意思決定におけ  

る環境槽報へのアクセスおよび公衆の関与に関する   

ガイドライン．資源環境対策32（11）：1996，pp．58－  

61。  

「環境政策や意思決定は当局の関心に限定されるペ  

きでばないこと」，「公衆の関与の促進は，政府の透  

明性と説明変位を必安とし，それがひいては当属の  

活動に対する信廠と支持の強化に寄与する」，「加盟  

国は，環境に関わる意思決定過凝と，東薮な環境保  

全上の意味を持つ意思決定過程への公衆の関与を促  

進しなければならない」，「域機監姦といった自発的  

なスキームから生ずる情報への公衆アクセスは，よ  

り環境に友好的な製品のエコラベリングの仕組みと  

同様に奨励されなければならない」といった表現で，   

「地域社会管理への転換」を訴えている。  

帥 大鹿幸男．産業界のPRTRへの取り組みと洛外国  

の状汎 神奈川戯PRTRシンポジウムーパイロッ   

ト事業の実施状況と今後の課題鵬。（シンポジウム  

当日資料）  

（l辺 総合的環境相機検討金 線金的環境指梗試案．平成   

9年7月では，0王：CDやオランダの国家環境政策  

計画（NEpP）などの畿治で，環境情報を「PSR  

フレームワーク」もしくは「王〕SRフレームワーク」   

（Pressure：環境への魚楓 Stat¢：環境の状隠 R   

espons¢：社会的な対応 もしくはDrivingrorce：  

環境への負荷）に基づいて整肇重していこうとする動  

きを紹介している。P（D）情報はなぜ大切なのだ  

ろうか。第一に，「水質総駿規制」の挙例で見たよ  

うに，その情報なしには総数削減の課題が見えてこ  

ないからである。第二に，その情報を企磯（家庭）  

自身が把握することなしには，自社（家庭）の対策  

の在り方が見えてこないことである。‡SO14000の  

環境監遜プログラムが「まず自己点検から始める」  

プログラムであること，「環壊家計ぎ艶」がエネルギー  

という切り口からまず自分の状態を知ることを奨励  

していること，は惑輩である。第三に，環境状況の   

網遮によってたとえ規準点を超えたデ柵夕が検出さ   

れたとしても，対策はやほり発生源の特定を必要と  

し，たとえ広く調査地点を選択したとしても発生源  

の特定に達するには困難があるからである。  

（13）富川高札 パブリックデータベー スの必要性と管理   

体制の在り方（特集ライフサイクルアセスメント．   

環境管理．Vol．33，No．4（1997），pp．13～18  
（1亜 例えば三豊県の『環境基本計画1997』の蟻合「基   

本目機1：循環を義謝とした持続的発展が可能な社   

会の構築」を表現する指擦は，次のページようにさ  

れている。   
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エネルギー・資源の適正利用  

廃垂物の適正な管理  

大気環境の保全  

水環境の保全  

土壌・地盤環境の保全  

の5区分で表現し，その中の水環境の保全ほ次の  

11の項目で表現する。  

1．伊勢湾地域のCOI〕負荷盛  

2．伊勢機地域の窒素・リン負荷厳  

3．特定施設等設置率楽所数  

4．下水道整備面磯  

5．合併浄化槽設置基数  

6一 腰淡紫落廃水処理地域数  

7．漁業基落廃水処理地域数  

8．コミュニティプラント処理地域数  

9．合併処理浄化槽に関わる補助制度噂入市   

町村数  

10．赤潮発生件数  

11．年降水鼠  

ここで，なぜ5つの区分なのか，なぜ11の項目  

なのか，これが十分上位階層を表現するものになっ  

ているのか，という点についてはいささか心もとな  

い。その原因は，作成過程で十分醜貌を尽くしたか  

どうか，ということばかりでなく，そもそも循環や  

持続型社会といった漠然とした「員棟」に沿った指  

標化は可能なのかどうか，という問題にも帰着する。   

「目榛」よりもむしろ「課題」こそ指標化にふさわ  

しいのではないだろうか。  
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